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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 3,576 56.7 △309 ― △403 ― △424 ―

22年3月期第3四半期 2,281 △66.1 △895 ― △875 ― △998 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 △18.06 ―

22年3月期第3四半期 △73.86 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 5,598 1,672 29.9 71.09
22年3月期 6,105 2,100 34.4 89.29

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  1,672百万円 22年3月期  2,100百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― ― ―

23年3月期 ― ― ―

23年3月期 
（予想）

0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,730 43.9 △451 ― △571 ― △598 ― △25.42



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・平成22年11月８日に公表いたしました通期の業績予想を本資料において修正しております。 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因によって大きく異なる可能性があります。まお、業績予想に関する事項は、(添付資料)２ページ「１．当四半期の連結業績等に
関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】Ｐ．２「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 23,550,000株 22年3月期  23,550,000株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  28,232株 22年3月期  26,634株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 23,522,496株 22年3月期3Q  13,524,366株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

   当第３四半期における経済は世界的には中国・アジア経済の堅調な成長は継続しているものの、米国やヨーロッ

パ経済においては雇用情勢は失業率が高止まり状態で推移しており景気を下押しするリスクと背中合わせの不透明

な状態が続いております。 

   一方わが国経済においては企業収益の改善により設備投資の緩やかな持ち直しが期待されるものの、雇用情勢の

停滞、円高の高止まりなど懸念材料も依然存在しており、先行きの不透明な状態が続いております。 

   このような状況のもとで当社グループは、得意分野である大型特殊機及びホットプレスの販売を集中・強化する

戦略で収益改善を図ってまいりました。当第３四半期においても自動車関連を中心とする設備投資再開の動きのな

かで受注は堅調に推移しましたが、大型特殊機の受注が中心であったため来期の売上案件が積みあがる結果とな

り、当第３四半期においては低調な結果となりました。 

   当第３四半期累計売上額につきましては、射出成形機は1,462百万円（前年同期比56.4％増）、プレス機は616百

万円（前年同期比164.1％増）、金型・周辺機器等その他を含めた売上高は3,576百万円（前年同期比56.7％増）と

なりました。このうち国内売上高は1,546百万円（前年同期比2.5％減）、海外売上高は2,029百万円（前年同期比

192.0％増）となり、連結売上高に占める海外売上高は56.7％となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第３四半期末における総資産は5,598百万円となり、前連結会計年度末に比べ507百万円減少しました。流動資

産は、現預金の減少等により、前連結会計年度末に比べ392百万円減少の4,057百万円となりました。 固定資産

は、減価償却等により、前連結会計年度末に比べ114百万円減少の1,540百万円となりました。負債は、前受金など

のその他の流動負債の減少等により、前連結会計年度末に比べ79百万円減少の3,925百万円となりました。 純資産

は、四半期純損失の計上等により、前連結会計年度末に比べ428百万円減少の1,672百万円となりました。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 通期業績予想につきましては、当第３四半期連結累計期間の実績及び今後の見通しを勘案し、平成22年11月８日

公表の予想を修正しました。なお、当該予想に関する詳細につきましては、本日公表の平成23年３月期「業績予想

の修正に関するお知らせ」をご参照ください。  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

  該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

たな卸資産の評価方法  

 たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております 

法人税の納付税額の算定 

 法人税の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっ

ております。 

 また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プラニングを利用する方法によっております。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これによる、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。  

  

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第7号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26日）、

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

２．その他の情報



「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月

26日）を適用しております。 

 なお、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)の適用に伴い、連結子会

社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時価評価法に変更しております。これによる、営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。 

  

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 従来当社は、建物（但し、平成10年４月１日以降に取得した分を除く）及び建物附属設備の減価償却方法とし

て定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更いたしました。 

 この変更は、株式会社日本製鋼所の連結子会社となったことを契機として、原価管理方法の見直しを行った結

果、建物及び附属設備について定額法に変更することで、より適切な原価計算制度を確立するために行ったもの

であります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ、当四半期連結累計期間において、営業損失が16百万円、経

常損失及び税金等調整前四半期純損失が20百万円増加しております。 

  

（追加情報） 

 固定資産の耐用年数の変更 

 株式会社日本製鋼所の連結子会社となったことを契機として、一部建物の経済的耐用年数の見直しを行い、耐

用年数を変更いたしました。この変更により、従来と同一の耐用年数によった場合と比べ、当四半期連結累計期

間において、営業損失が14百万円、経常損失、及び税金等調整前四半期純損失が17百万円減少しております。 

  

（表示方法の変更）  

 四半期連結貸借対照表  

 前第１四半期連結会計期間において、「製品保証引当金」と表示しておりましたが、当第１四半期連結会計期

間より「引当金」に表示を変更しております。 

  

 四半期連結損益計算書 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、前々連結会計年度及び前連結会計年度において営業損失、当期純損失を計上、当第３四半期

連結累計期間においても 百万円の営業損失、 百万円の四半期純損失を計上し、継続的に損失を計上してお

ります。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況が存在しております。  

 前連結会計年度の損失発生の主因は急激な設備投資の冷え込みによる予想以上の売上高低下に加え熾烈な価格

競争による収益の悪化によるものですが、昨年度に実施した人員合理化を含めた合理化諸策による固定費を低減

した事業基盤をベースに、当社の強みであります自動車関連企業向けの大型特殊機やホットプレス等に特化した

販売活動で収益改善活動を推進しております。 

 しかし、これらの対応策を実施してゆくためには、各企業の設備投資額が回復してゆく事が前提となっており

ますが、国内においては、企業収益は改善の傾向が見られるものの雇用情勢の回復は遅れ、円高や原油価格の高

騰など景気を下押しするリスクが存在しており景況は依然厳しいこと、また金融機関との関係は良好であるもの

の、運転資金を短期の借換えに拠っているため現時点では継続企業の前提に重要な不確実性が認められます。 

  

 １． 営業施策 

  顧客ニーズをとらえた機械・システムの開発とサービスの提案を強化していく。 

 ① 特殊／大型射出成形機 

 ・ 自動車関連企業を中心とする顧客ニーズにマッチした専用機の開発・販売及び成形ノウハウの提案 

 ・ 差別化された大型直圧電動成形機（Ｍｕ-Ｄシリーズ）の販売 

 ② プレス機 

 ・ プレス機・ラミネータ機の既存顧客の囲い込みによる販売強化 

 ・ 太陽電池関連装置等の新用途に適応したラミネータ機の開発 

 ③ サービス 

 ・ 既設機の付加価値向上のための提案、改造、点検の強化 
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 ２． 株式会社日本製鋼所との資本業務提携の推進 

 ① 中・小型電動射出成形機の受託販売 

 ② 営業基盤相互活用による販売強化 

 ③ 資材共同調達によるコストダウン 

 ④ 新機種共同開発（バンパー専用大型電動射出成形機、大型対向２色電動射出成形機等） 

 金融機関との良好な関係の下、上記の施策を推進してゆくことにより、継続企業の前提に疑義を生じさせる状

況の解消に向け邁進してまいります。なお、当社グループは上記のような対応策を実行中であり、四半期連結財

務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務

諸表には反映しておりません。 

  

（５）その他会社の経営上重要な事項 

 割当先を株式会社日本製鋼所として平成22年２月15日（払込完了日）に行った第三者割当増資で得た資金について

は下記の運用状況となっております。 

 ① 新機種開発    44百万円 

  ・株式会社日本製鋼所との共同開発機を２機種開発中。(44百万円）  

 ② 業務体制再構築  ８百万円 

  ・設備の統廃合により熱処理施設の閉鎖・解体費用。（５百万円）  

  ・熱板検査用小型ボイラー設置費用。（３百万円）       

 ③ その他の運転資金  

  ・使用実績なし 

  

  

具体的な使途 予定（百万円） 実績累計（百万円） 

 ①新機種開発           60          44 

 ②業務体制再構築          150          ８ 

 ③その他の運転資金          306          ０ 

合計          516          52    



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 757,686 1,320,447 

受取手形及び売掛金 1,377,978 954,080 

製品 114,768 166,252 

仕掛品 575,674 463,588 

原材料及び貯蔵品 1,175,618 1,382,083 

その他 59,292 167,273 

貸倒引当金 △3,464 △3,378 

流動資産合計 4,057,553 4,450,347 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 815,488 878,840 

機械装置及び運搬具（純額） 242,579 271,459 

土地 337,084 337,084 

その他（純額） 47,006 58,253 

有形固定資産合計 1,442,159 1,545,639 

無形固定資産 33,132 40,426 

投資その他の資産   

投資有価証券 5,675 5,675 

その他 272,082 275,607 

貸倒引当金 △212,482 △212,406 

投資その他の資産合計 65,274 68,875 

固定資産合計 1,540,566 1,654,941 

資産合計 5,598,120 6,105,288 



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 904,074 703,681 

短期借入金 1,643,000 2,060,000 

1年内返済予定の長期借入金 296,566 38,442 

未払法人税等 20,603 19,713 

引当金 31,611 － 

製品保証引当金 － 13,681 

その他 202,622 412,239 

流動負債合計 3,098,477 3,247,758 

固定負債   

長期借入金 110,206 98,724 

退職給付引当金 682,906 592,448 

役員退職慰労引当金 5,100 3,570 

その他 29,264 62,462 

固定負債合計 827,477 757,204 

負債合計 3,925,955 4,004,963 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,008,500 3,008,500 

資本剰余金 625,270 625,270 

利益剰余金 △1,940,524 △1,515,597 

自己株式 △6,694 △6,557 

株主資本合計 1,686,551 2,111,615 

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 △14,386 △11,289 

評価・換算差額等合計 △14,386 △11,289 

少数株主持分 － － 

純資産合計 1,672,165 2,100,325 

負債純資産合計 5,598,120 6,105,288 



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 2,281,666 3,576,034 

売上原価 1,987,767 2,820,541 

売上総利益 293,899 755,492 

販売費及び一般管理費 1,189,679 1,064,627 

営業損失（△） △895,780 △309,134 

営業外収益   

受取利息 203 229 

受取配当金 136 146 

仕入割引 121 194 

受取賃貸料 － 2,685 

助成金収入 57,444 － 

その他 13,069 4,604 

営業外収益合計 70,976 7,860 

営業外費用   

支払利息 39,965 56,856 

為替差損 － 35,743 

手形売却損 121 93 

その他 10,554 9,939 

営業外費用合計 50,641 102,633 

経常損失（△） △875,445 △403,907 

特別利益   

固定資産売却益 1,155 852 

役員退職慰労金返上益 800 1,200 

特別利益合計 1,955 2,052 

特別損失   

特別退職金 114,203 － 

固定資産除売却損 1,117 5,500 

特別損失合計 115,321 5,500 

税金等調整前四半期純損失（△） △988,810 △407,354 

法人税、住民税及び事業税 13,022 17,572 

法人税等合計 13,022 17,572 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △424,926 

少数株主損失（△） △2,924 － 

四半期純損失（△） △998,907 △424,926 



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △988,810 △407,354 

減価償却費 162,968 122,040 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,799 162 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △13,848 － 

引当金の増減額（△は減少） － 17,930 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △98,661 90,458 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 498 1,530 

前払年金費用の増減額（△は増加） 32,443 － 

受取利息及び受取配当金 △461 △570 

支払利息 39,965 56,856 

為替差損益（△は益） △32 252 

固定資産除却損 1,117 5,500 

固定資産売却損益（△は益） △1,155 △852 

売上債権の増減額（△は増加） 1,129,813 △425,451 

たな卸資産の増減額（△は増加） 148,171 145,289 

仕入債務の増減額（△は減少） △780,620 201,010 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 5,813 △19,832 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 14,372 △207,941 

その他の固定負債の増減額（△は減少） △3,803 △26,201 

小計 △356,028 △447,175 

利息及び配当金の受取額 461 570 

利息の支払額 △39,965 △56,856 

法人税等の支払額 △17,818 △17,768 

営業活動によるキャッシュ・フロー △413,350 △521,230 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △33,647 △20,516 

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,024 134,028 

その他の支出 △924 △357 

その他の収入 2,302 2,142 

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,244 115,296 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,739 41,076 

短期借入金の返済による支出 △11,239 △458,076 

長期借入れによる収入 10,000 420,000 

長期借入金の返済による支出 △103,964 △150,394 

リース債務の返済による支出 △5,902 △6,824 

自己株式の取得による支出 △155 △136 

財務活動によるキャッシュ・フロー △109,521 △154,355 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △768 △2,472 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △552,884 △562,761 

現金及び現金同等物の期首残高 1,280,342 1,320,447 

現金及び現金同等物の四半期末残高 727,457 757,686 



  当社グループは、前々連結会計年度及び前連結会計年度において営業損失、当期純損失を計上、当第３四半期

連結累計期間においても営業損失 百万円、四半期純損失 百万円を計上し、継続的に損失を計上しておりま

す。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。  

 前連結会計年度の損失発生の主因は急激な設備投資の冷え込みによる予想以上の売上高低下に加え熾烈な価格

競争による収益の悪化によるものですが、昨年度に実施した人員合理化を含めた合理化諸策による固定費を低減

した事業基盤をベースに、当社の強みであります自動車関連企業向けの大型特殊機やホットプレス等に特化した

販売活動で収益改善活動を推進しております。 

 しかし、これらの対応策を実施してゆくためには、得意先各企業の設備投資額が回復していくことが前提とな

っておりますが、国内では雇用情勢の回復の遅れやデフレ状況、海外においてもヨーロッパの金融不安などによ

り、予定どおり実行できない景気を下押しするリスクが存在しており景況は依然厳しいこと、また金融機関との

関係は良好であるものの、運転資金を短期の借換えに拠っているため現時点では継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められます。 

  

 １． 営業施策 

  顧客ニーズをとらえた機械・システムの開発とサービスの提案を強化していく。 

 ① 特殊／大型射出成形機 

 ・ 自動車関連企業を中心とする顧客ニーズにマッチした専用機の開発・販売及び成形ノウハウの提案 

 ・ 差別化された大型直圧電動成形機（Ｍｕ-Ｄシリーズ）の販売 

 ② プレス機 

 ・ プレス機・ラミネータ機の既存顧客の囲い込みによる販売強化 

 ・ 太陽電池関連装置等の新用途に適応したラミネータ機の開発 

 ③ サービス 

 ・ 既設機の付加価値向上のための提案、改造、点検の強化 

 ２． 株式会社日本製鋼所との資本業務提携の推進 

 ① 中・小型電動射出成形機の受託販売 

 ② 営業基盤相互活用による販売強化 

 ③ 資材共同調達によるコストダウン 

 ④ 新機種共同開発（バンパー専用大型電動射出成形機、大型対向２色電動射出成形機等） 

 金融機関との良好な関係の下、上記の施策を推進してゆくことにより、継続企業の前提に疑義を生じさせる状

況の解消に向け邁進してまいります。なお、当社グループは上記のような対応策を実行中であり、四半期連結財

務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務

諸表には反映しておりません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

309 424

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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